
 

 
平成 1 4 年 3 月期       決算短信（連結）           平成 14 年 5 月 24 日 

上 場 会 社 名        株式会社ケーユー                        上場取引所   東証第二部 

コ ー ド 番 号         ９８５６                                          本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.keiyu.co.jp ） 
問 合 せ 先        責任者役職名 常務取締役 
        氏    名 今関 諭志           ＴＥＬ (042)796－6111（代表） 
決算取締役会開催日 平成 14 年 5 月 24 日 
米国会計基準採用の有無    無                                           
 
１． 14 年 3 月期の連結業績（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日） 
(1)連結経営成績                               （百万円未満切捨表示） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

30,787 (    8.5 ) 
28,375 (   13.8 ) 

1,391 (   19.8 ) 
1,161 (   24.1 ) 

1,605 (   16.2 ) 
1,381 (   15.5 ) 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

790 (   13.0 ) 
699 (    6.6 ) 

75  08 
66  41 

－ 
65  15 

3.9 
3.6 

6.3 
5.3 

5.2 
4.9 

(注) ①持分法投資損益       14 年 3 月期    － 百万円   13 年 3 月期    － 百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 14 年 3 月期  10,529,848 株    13 年 3 月期  10,530,226 株   
     ③会計処理の方法の変更   無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
   ⑤14 年 3 月期の潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益は、転換社債の未償還残高がないため記載し

ておりません。 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

23,518 
27,292 

20,350 
19,722 

86.5 
72.3 

1,932 68 
1,872  98 

(注) 期末発行済株式数(連結) 14 年 3 月期  10,529,737 株    13 年 3 月期   10,529,923 株 
 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
 

百万円 百万円 百万円 百万円 
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

4,550 
△  500 

△ 131 
△  598 

△ 4,211 
91 

1,496 
1,289 

 
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数     2 社 持分法適用非連結子会社数    －社 持分法適用関連会社数  －社 
 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   －社 (除外)   －社    持分法 (新規)   －社 (除外)   －社 
 
 
２．15 年 3 月期の連結業績予想（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
中 間 期 
通    期 

16,500 
31,200 

850 
1,610 

480 
900 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 85 円 47 銭 
 
 
 
 
 
 

 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々
な不確定要素が内在しております。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果
となる可能性があります。 
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企 業 集 団 の 状 況  
 

当企業グループは、㈱ケーユー及び子会社 2 社より構成されており、主な事業は、四輪車（新車、中

古車）及び二輪車（新車、中古車）等の販売であり、連結会社の当該事業に係る位置付けは次のとおり

であります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

注1． 東名横浜クライスラー㈱及び㈱シュテルン世田谷が下取りした四輪車（クライスラー・ジープ車、メ
ルセデス・ベンツ車以外）を㈱ケーユーに販売しております。 

注2． 東名横浜クライスラー㈱及び㈱シュテルン世田谷は、それぞれ同社展示場（営業所）において㈱ケー
ユーの四輪中古車（クライスラー・ジープ車、メルセデス・ベンツ車）の委託販売を行っております。 

注3． ㈱シュテルン世田谷が下取りした四輪車（クライスラー・ジープ車のみ）を東名横浜クライスラー㈱
に販売しております。 

注4． 東名横浜クライスラー㈱が下取りした四輪車（メルセデス・ベンツ車のみ）を㈱シュテルン世田谷に
販売しております。 

注5． ㈱シュテルン世田谷は平成 13 年 10 月１日付で連結子会社でありました㈱シュテルン東名横浜を存続
会社とした合併を行い、社名を㈱シュテルン世田谷へ変更しております。 

㈱  シ  ュ  テ  ル  ン  世 田 谷 
（  連  結  子  会  社  ）注5 

㈱  ケ  ー  ユ  ー 

一 
 
 
 
 
 
 

般 
 
 
 
 
 
 

顧 
 
 
 
 
 
 

客 

[クライスラー･ジープ車の販売]

直 接 販 売

(四輪車･二輪車の新車･中古車)

直 接 販 売 

(四輪車の新車・中古車) 

直 接 販 売 

[メルセデス･ベンツ車の販売]
 

東 名 横 浜 ク ラ イ ス ラ ー ㈱
（ 連 結 子 会 社 ） 

注 1 

 

注２ 

 
 
 
 
 
 
 

注 3 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注２

(四輪車の新車・中古車) 

 
 
 
 
 
 
 

注 4
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経 営 方 針 
 

（1 ）経営の基本方針 

当企業グループは、中古車販売という自動車のリサイクルを通じて「お客様ならびに地域社会への

奉仕」を経営の基本理念として、一物一価である中古車に正常な価格体系の設定と品質の保証をつけ

る事により、消費者が安心してお乗りいただける商品を提供してまいりました。自動車という商品は、

メーカー・系列ごとに、その販売店が区別されている事が通例でありましたが、国産車、輸入車を問

わず、全てのメーカーの車を同じ場所でご覧いただき、比較検討できることが消費者のニーズである

と考え、実践してまいりました。 

また、当連結会計年度は前連結会計年度より推し進めております「仕入コストの低減」、「輸入車販

売の強化」、「顧客の囲い込みによる定着化」に注力してまいりました。 

 

 

（2 ）利益配分に関する基本方針 

当企業グループは、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置付けております。

長期的な事業拡大と業績向上に努め、財務体質の強化を図り、安定的な配当の維持継続とともに、業

績の進展に応じた成果配分を行うことを基本方針としております。株主の皆様のご支援にお応えして

まいりたいと考えております。 

 

 

（3 ）中長期的な会社の経営戦略 

新車販売の長期不振低迷に伴い、メーカー系ディーラーによる中古車小売販売及び中古車買い取り

への積極的な進出、車買い取り会社による大型販売店舗の出店、オートオークション業者、異業種の

企業や商社が何らかの形で中古車業界に参入を果たしております。それに伴い、自動車販売業界は、

ここ数年で多くの企業が淘汰され、いわゆる「勝ち組」と「負け組」に明確に分かれるであろうと考

えます。また、少子化が進むにつれ、国内全体の車両保有台数も飽和状態となり、市場では限られた

『牌』の取り合いが激化して行くことは必然であり、その競合により利益率の低下が予想されます。 

このような環境を鑑み、販売戦略といたしましては、接客マナーや商品知識の向上を目指し、お客

様より信頼の得られる販売・仕入スタッフの育成を行ってまいります。また、顧客に対しましては、「ケ

ーユーメンバーズカード（会員証）」発行により、顧客の定着化を図ります。また、他業種と提携を促

し、見込み客の紹介制度を確立し顧客の囲い込みへと繋げてまいります。 

商品戦略といたしましては、過去の販売状況や季節変動、お客様からインターネット等に寄せられ

る情報からのお客様のニーズに合った品揃えに留意し、現状を踏まえた車種のカテゴリー構成から常

に在庫に細心の注意をしながら、仕入・在庫リスクを最小限に抑え、最大販売を目指します。また、

ニーズの高い輸入車につきましては取扱量を増やし、より多くのお客様にお応えしてまいります。仕

入に関しましては、消費者からの直接仕入比率を上げ仕入コストの低減を図り、品質の良い商品をよ

り安くご提供し、合わせて利益確保に努めてまいります。 

店舗戦略につきましては、買い取り拠点を含む新規店舗の積極的な出店、既存の営業所の見直しや

統廃合（スクラップ＆ビルド）、を推進してまいります。 

 

 

（4 ）対処すべき課題 

自動車販売業界を取り巻く環境は、今後も一層厳しい状況が続くものと予想されます。殊に中古車

という商品は一物一価であり、それぞれ品質も違います。お客様のニーズを的確に捉え、仕入部門の

コスト低減と強化を図り、お客様の探している車が、一定の品質を満たし、欲しい時により安くご提

供でき、あわせて利益確保できる様取り組んでまいります。 

 

 

（5 ）経営管理組織の整備等（コーポレート・ガバナンスの充実）に関する施策 

当社は、取締役会を経営戦略の決定、実施の主軸と位置づけ、意思決定の迅速化、効率化を今まで

以上に図り、激変する事業環境に対応してまいります。事業環境の悪化を、安易に消費者環境の変化

や日本経済の低迷に結び付けることなく、組織としての旧弊にとらわれない改革を実行し、業績を上

げてまいります。また、商法改正の流れを鑑み、監査機能の強化を図り、経営環境の変化に対応して

まいります。 
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（6 ）経営成績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、小泉政権の推進する構造改革によって経済再生への期

待感は高まったものの、米国経済の減速を背景にした株式市場の低迷、失業率の悪化に伴い、雇用

や所得への不安感から個人消費の回復が見られず、さらに平成13 年 9 月に発生した米国における

同時多発テロ以降、世界情勢の先行き不透明感が強まるなど、依然として厳しい状況で推移しまし

た。 

 

新車販売業界におきましては、平成13 年度の軽自動車を除く新規登録台数は前年同期に対し、

13 万9,440台減の397 万9,834台（前年同期比3.4％減）と減少し、軽自動車の新規登録台数は前

年同期に対し、1 万 6,076 台減の 184 万 4,940 台（前年同期比0.9％減）となり、全体では15 万

5,516 台減の 582 万 4,774 台（前年同期比 2.6％減）で推移しました。 

また、輸入車の平成 13 年度における外国メーカー車の新規登録台数は前年同期に対し、449 台

増の 25 万 8,684 台（前年同期比0.2％増）と微増したものの、日本メーカーの海外生産車を含め

た全輸入車新規登録台数は、前年同期 4,439 台減の27 万 2,560 台（前年同期比 1.6％減）で推移

しました。 

 

中古車販売業界におきましては、平成 13 年度の登録台数は、前年同期に対し 9 万 6,496 台減の

547 万 962 台（前年同期比 1.7％減）と厳しい状況が続いております。 

このような状況下、当企業グループといたしましては、「仕入コストの低減」、「輸入車販売の強

化」、「顧客の囲い込み及び定着化」に注力してまいりました。 

 

仕入コストの低減策としましては、平成 13 年８月、買い取り拠点のカーセブン相模大野（神奈

川県相模原市）を立地条件の良い国道16 号沿いに、軽板金工場「カーコンビニ倶楽部」との複合

店舗となるカーセブン鵜野森（神奈川県相模原市）として、リニューアルオープンいたしました。

また、12 月にはカーセブン高津千年（神奈川県川崎市）を環状８号線沿いに移転を行い、カーセ

ブン環八田園調布（東京都世田谷区）として開設し、消費者からの直接仕入の増大を目指してまい

りました。 

 

輸入車販売策としましては、平成 13 年５月、前連結会計年度に連結子会社化いたしました株式

会社シュテルン世田谷にメルセデス・ベンツ中古車専用拠点としてシュテルン世田谷中古車センタ

ー（東京都世田谷区）を開設いたしました。また、株式会社シュテルン世田谷は業務効率化を図る

ため平成13 年10 月、連結子会社でありました株式会社シュテルン東名横浜を存続会社とした合併

を行い、社名を株式会社シュテルン世田谷と変更いたしました。 

 

顧客の囲い込み策としましては、平成 13 年 1 月より無料オイル交換をはじめとする数々の特典

付きの会員証「ケーユーカード」を発行し運営してまいりましたが、平成14 年1 月より新たに24

時間 365日対応の当社会員顧客専用コールセンターを設置したロードサービス（ブランド名「ケー

ユーロードサービス」）を付帯いたしました。これによりお客様の事故や故障の状況を随時把握で

きることとなり、さらなる車両代替とサービス工場入庫促進等、顧客の定着化を目指しております。

また、10企業、７団体、自動車教習所18 校と提携し、見込み客の紹介制度を確立し、顧客の囲い

込みへと繋げてまいりました。 

 

このような結果、当連結会計年度の業績は、四輪販売台数は 19,551台、売上高は 307億 87 百万

円（前連結会計年度比8.5％増）となりました。経常利益は16 億 5 百万円（前連結会計年度比16.2％

増）、当期純利益は 7 億 90 百万円（同 13.0％増）となりました。 

 

次期の見通しにつきましては、政府の進める構造改革や不良債権処理の断行による景気の先行き

不安、政局の混乱や組織的不祥事、厳しい雇用情勢及び株価動向への懸念など、景気は依然不透明

な状況が続くものと思われます。当社といたしましては、企業として信頼を獲得していくことが従

来以上に必要であると考えております。競争優位な店舗網と収益性の高いコスト構造を追及すると

ともに、消費者の動向を見据え、仕入部門を強化し、売上の確保と収益力の向上に注力してまいり

ます。次期の業績につきましては、売上高は 312 億円（前連結会計年度比 1.3％増）、経常利益は

16 億 10 百万円（同 0.3％増）、当期純利益は 9 億円（同 13.8％増）を見込んでおります。 
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（7 ）財政状態 

キャッシュ・フロー等の状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会

計年度より 207 百万円増加し、当連結会計年度末には、1,496 百万円となりました。 

これは、役員退職慰労引当金の減少に伴う支出348 百万円（前連結会計年度比 348 百万円増）、

短期借入金の純減少額2,200百万円（同3,403百万円減）がありましたが、有価証券の売却等の収

入要因があったことにより税金等調整前当期純利益は 1,358 百万円（同 11.0％増）と高水準で推

移いたしました。 

 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は4,550百万円（前連結会計年度比5,050百万円増）となりました。 

これは、主に輸入中古車の販売が好調であったことにより、税金等調整前当期純利益が1,358 百

万円（同 11.0％増）計上されたこと及び手形の流動化に伴う売上債権の減少額 3,909 百万円（同

5,330 百万円減）によるものです。 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果得られた資金は△131 百万円（前連結会計年度比 78.0％減）となりました。 

これは、主に新規店舗の開設等（カーセブン鵜野森及びシュテルン世田谷中古車センター等）に

伴う有形固定資産 201 百万円（同 64.1％減）の取得によるものであります。また、前連結会計年

度に新規連結子会社の取得のための支出が136 百万円あったため、当連結会計年度は減少しており

ます。 

 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果得られた資金は△4,211 百万円（前連結会計年度比4,302百万円減）となりまし

た。 

これは、主に短期借入金の純減少額 2,200 百万円（同 3,403 百万円減）及び社債の償還 1,821

百万円によるものであります。 
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連 結 財 務 諸 表 等  

１．連 結 貸 借 対 照 表  
（千円未満切捨表示） 

当連結会計年度 
(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

前連結会計年度 

（平成13 年3月 31 日現在） 
増     減 期  別 

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 

（ 資 産 の 部 ）            ％  ％  

Ⅰ．流動資産  9,266,138 39.4 12,600,502 46.2 △ 3,334,363 

 １.現金及び預金  1,109,936  1,153,862  △ 43,926 

 ２.受取手形及び売掛金  ※4 3,260,671  7,614,805  △ 4,354,134 

 ３.クレジット未収入金  444,355  －  444,355 

 ４.有価証券  473,406  245,157  228,249 

 ５.たな卸資産  3,657,536  3,304,647  352,888 

 ６.前払費用  73,619  74,702  △ 1,082 

 ７.繰延税金資産  96,084  81,772  14,311 

 ８.その他  161,880  165,834  △ 3,954 

    貸倒引当金  △ 11,350  △ 40,280  28,929 

Ⅱ．固定資産  14,252,307 60.6 14,691,525 53.8 △ 439,218 

 １.有形固定資産   ※1 11,573,019 49.2 11,726,605 43.0 △ 153,586 

  (1)建物及び構築物 ※3 2,166,691  2,346,938  △ 180,247 

  (2)機械装置及び運搬具  224,935  242,688  △ 17,753 

  (3)工具・器具・備品  72,468  93,443  △ 20,975 

  (4)土地 ※3 9,108,924  9,043,535  65,389 

 ２.無形固定資産  46,329 0.2 53,743 0.2 △ 7,414 

 ３.投資その他の資産  2,632,958 11.2 2,911,175 10.6 △ 278,216 

  (1)投資有価証券  1,082,375  1,302,469  △ 220,094 

  (2)繰延税金資産  324,196  363,717  △ 39,521 

  (3)その他  1,226,387  1,244,988  △ 18,601 

資 産 合 計           23,518,446 100.0 27,292,027 100.0 △ 3,773,581 
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                                                                                （千円未満切捨表示） 

当連結会計年度 

（平成14年3月 31日現在） 

前連結会計年度 

（平成13年3月 31日現在） 
増     減 

期  別 

 

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 

（ 負 債 の 部 ）            ％  ％  

Ⅰ．流動負債  2,619,786 11.2 6,724,899 24.6 △ 4,105,113 

  １．支払手形及び買掛金 ※4 1,132,494  1,280,534  △ 148,039 

  ２．短期借入金  ※3 －  2,200,000  △ 2,200,000 

  ３．一年以内償還予定転換社債  －  1,821,500  △ 1,821,500 

  ４．未払金及び未払費用  309,941  267,552  42,389 

  ５．未払法人税等  399,227  450,487  △ 51,260 

  ６．賞与引当金  184,115  175,160  8,955 

  ７．その他  594,007  529,665  64,342 

Ⅱ．固定負債  548,076 2.3 844,784 3.1 △ 296,707 

  １．繰延税金負債  39,199  40,312  △ 1,112 

  ２．退職給付引当金  96,146  79,413  16,733 

  ３．役員退職慰労引当金  357,350  705,558  △ 348,208 

  ４．その他  55,380  19,500  35,880 

負 債 合 計           3,167,862 13.5 7,569,683 27.7 △ 4,401,820 

（ 資 本 の 部 ）                

Ⅰ．資本金  5,666,631 24.1 5,666,631 20.8 － 

Ⅱ．資本準備金  5,784,568 24.6 5,784,568 21.2 － 

Ⅲ．連結剰余金  8,802,898 37.4 8,201,850 30.0 601,047 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金  97,899 0.4 70,569 0.3 27,329 

Ⅴ．自己株式 ※2 △ 1,414 △ 0.0 △ 1,276 △ 0.0 △ 138 

資 本 合 計           20,350,583 86.5 19,722,344 72.3 628,239 

負 債 ・ 資 本 合 計           23,518,446  100.0 27,292,027  100.0 △ 3,773,581 
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２．連 結 損 益 計 算 書  
                                                                                   (千円未満切捨表示) 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

増     減 
期  別 

 

科  目 金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 

   ％  ％  

Ⅰ.売上高  30,787,887 100.0 28,375,377 100.0 2,412,509 

Ⅱ.売上原価 ※1 24,748,819 80.4 22,763,982 80.2 1,984,837 

売上総利益  6,039,068 19.6 5,611,395 19.8 427,672 

Ⅲ.販売費及び一般管理費 ※2 4,648,064 15.1 4,449,963 15.7 198,100 

営業利益  1,391,004 4.5 1,161,432 4.1 229,571 

Ⅳ.営業外収益  269,237 0.9 278,315 1.0 △ 9,077 

  受取利息  124,863  117,078  7,784 

  有価証券売却益  4,229  3,293  936 

  受取地代家賃  44,545  37,114  7,431 

    保険返戻金  －  31,916  △ 31,916 

  その他  95,599  88,913  6,686 

Ⅴ.営業外費用  54,758 0.2 57,909 0.2 △ 3,151 

  支払利息  35,163  45,364  △ 10,201 

    賃貸資産減価償却費  14,481  11,543  2,937 

    その他  5,113  1,001  4,111 

経常利益  1,605,483 5.2 1,381,838 4.9 223,645 

Ⅵ.特別利益  31,342 0.1 5,546 0.0 25,795 

  固定資産売却益 ※3 －  242  △ 242 

  貸倒引当金戻入益  28,928  2,230  26,698 

  投資有価証券売却益  2,413  3,073  △ 660 

Ⅶ.特別損失  278,501 0.9 163,756 0.6 114,745 

  固定資産除却損 ※4 18,027  28,485  △ 10,457 

  投資有価証券評価損  260,473  62,106  198,367 

  退職給付会計基準変更時差異処理額 －  73,164  △ 73,164 

税金等調整前当期純利益  1,358,324 4.4 1,223,628 4.3 134,695 

法人税､住民税及び事業税 563,460 1.8 617,036 2.1 △ 53,575 

法人税等調整額  4,278 0.0 △ 92,744 △0.3 97,022 

当期純利益  790,585 2.6 699,336 2.5 91,248 
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３．連 結 剰 余 金 計 算 書  
                                                                                  (千円未満切捨表示) 

期  別 

科  目 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

増      減 

Ⅰ.連結剰余金期首残高 8,201,850  7,692,061  509,789  

Ⅱ.連結剰余金減少高 189,537  189,547  △ 10  

  1.配当金 189,537  189,547  △ 10  

  2.役員賞与 －  －  －  

Ⅲ.当期純利益 790,585  699,336  91,248  

Ⅳ.連結剰余金期末残高 8,802,898  8,201,850  601,047  
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４．連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書  

 （千円未満切捨表示）

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

期  別 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  1,358,324 1,223,628 

減価償却費  366,070 347,550 

連結調整勘定償却額  － 32,213 

役員退職慰労引当金の減少額  △ 348,208 － 

退職給付引当金の増加額  16,733 79,413 

投資有価証券評価損  260,473 62,106 

受取利息及び受取配当金  △ 137,678 △ 132,240 

支払利息  35,163 45,364 

有価証券売却益  △ 4,229 △ 3,293 

投資有価証券売却益  △ 2,413 △ 3,073 

有形固定資産除売却損益  18,027 28,242 

売上債権の増減額（△増加額）  3,909,779 △ 1,420,822 

たな卸資産の増加額  △ 357,073 △ 480,076 

仕入債務の増減額（△減少額）  △ 147,684 95,731 

そ の 他  119,512 △ 109,082 

小     計  5,086,798 △ 234,335 

利息及び配当金の受取額  112,850 143,154 

利息の支払額  △ 34,762 △ 49,368 

 法人税等の支払額  △ 614,720 △ 359,757 

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,550,166 △ 500,306 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △ 25,000 △ 24,000 

定期預金の払戻による収入  30,000 29,000 

有価証券の売却による収入  24,000 23,000 

有形固定資産の取得による支出  △ 201,957 △ 562,745 

有形固定資産の売却による収入  － 700 

無形固定資産の取得による支出  △ 4,655 △ 23,335 

投資有価証券の取得による支出  － △ 8,250 

投資有価証券の売却による収入  10,431 15,887 

新規連結子会社の取得による支出  － △ 136,727 

その他投資による支出  △ 39,460 △ 18,568 

 その他投資による収入  75,012 106,714 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 131,628 △ 598,325 
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 （千円未満切捨表示）

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

期  別 
 
 
科  目 

金 額 金 額 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△減少額）  △ 2,200,000 1,203,712 

社債の償還による支出  △ 1,821,500 △ 300,500 

配当金の支払額  △ 189,537 △ 189,547 

新規連結子会社の借入金等の返済  － △ 621,800 

その他  △ 138 △ 468 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 4,211,176 91,396 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△減少額）  207,361 △ 1,007,235 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,289,545 2,296,780 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  1,496,906 1,289,545 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１．連結の範囲に関する事項 

        連結子会社の数………2 社 
            東名横浜クライスラー㈱ 
            ㈱シュテルン世田谷 
 
 
２．持分法の適用に関する事項 

        該当はありません。 
 
 
３．連結子会社の決算日等に関する事項 

        連結子会社 2 社の決算日は、連結決算日と一致しております。 
 
 
４．会計処理基準に関する事項 

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

     ① 有価証券 

          その他有価証券 

            時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定） 

            時価のないもの………移動平均法による原価法 
 
   ② たな卸資産 

      イ．商  品 
            新  車………個別法に基づく原価法 
            中古車………個別法に基づく低価法 

      ロ．原材料…………先入先出法に基づく原価法 

      ハ．仕掛品…………個別法に基づく原価法 

 
  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ① 有形固定資産…………………………定率法を採用しております。 
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）
については、定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
    建物及び構築物     2 年～50 年 
  機械装置及び運搬具 2 年～14 年 
  工具・器具・備品  3 年～20 年 

 
     ② 無形固定資産(ソフトウェア)………社内における利用可能期間（5 年）による定額法を採用しております。 
 
  (3) 重要な引当金の計上基準 

     ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 
     ② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、実際支給見込相当額の当連結会計年度負担額を引当計上し
ております。 

 
     ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、計上しております。 
なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5 年）による

定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益計上することとしております。 
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     ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を引当計上しております。 
なお、平成 11 年 7 月に役員退職慰労金規程を改定し、平成 11 年 6 月末現在の役員退職慰労金要支給

見込額をもって最終残高としており、平成11年７月以降対応分については引当計上を行っておりません。 
 
  (4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
  (5) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

        消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。 
 
 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
 
 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

     連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成
しております。 

   
 
７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し
可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3
ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注 記 事 項  

（連結貸借対照表関係）  
当連結会計年度 

(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

前連結会計年度 

（平成 13 年 3 月 31 日現在） 

※1．有形固定資産 
減価償却累計額      3,018,168千円 

※1．有形固定資産 
減価償却累計額       2,765,282千円 

※2．自己株式の数         1,769株 ※2．自己株式の数         1,583株 

※3．担保提供資産 
   （担保に供している資産） 

※3．担保提供資産 
   （担保に供している資産） 

        建物及び構築物          422,366千円          建物及び構築物          448,360千円  
        土          地     6,380,524千円         土          地     6,380,524千円 

計         6,802,890千円 計         6,828,884千円 
    （上記に対応する債務）     （上記に対応する債務） 
 

なお、上記資産には、㈱シュテルン世田谷（関
係会社）の契約保証金に対する担保提供資産を含
んでおります。 

        短期借入金          2,200,000千円 
なお、上記資産には、㈱シュテルン東名横浜（関

係会社）の契約保証金に対する担保提供資産を含
んでおります。 

※4．連結会計年度末日満期手形 
 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形
交換日をもって決済処理しております。なお、当
連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた
め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年
度末残高に含まれております。 

※4．連結会計年度末日満期手形 
 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形
交換日をもって決済処理しております。なお、当
連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた
め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年
度末残高に含まれております。 

    受取手形          6,151千円 
    支払手形         28,760千円 

    受取手形         77,645千円 
    支払手形         29,122千円 

 
 
 
 
 
（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

※1．低価法による商品評価減の処理 

       低価法による商品の評価減の売上原価算入額 
                    123,517千円 

※1．低価法による商品評価減の処理 

       低価法による商品の評価減の売上原価算入額 
                    131,249千円 

※2．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

販売諸掛               487,935千円 
広告宣伝費             570,826千円 
役員報酬                 129,252千円 
給与手当               1,394,873千円 
賞与引当金繰入額         114,416千円 
退職給付引当金繰入額      41,439千円 
賃借料          471,870千円 

※2．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

販売諸掛               430,789千円 
広告宣伝費             602,333千円 
役員報酬                 199,003千円 
給与手当               1,349,023千円 
賞与引当金繰入額         128,051千円 
退職給付引当金繰入額      32,029千円 
賃借料          364,718千円 

※3． ※3．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 

建物及び構築物               84千円 
機械装置及び運搬具        157千円 

※4．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

建物及び構築物           10,295千円 
機械装置及び運搬具      2,844千円 
工具・器具・備品         4,888千円 

※4．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

建物及び構築物           19,659千円 
機械装置及び運搬具       720千円 
工具・器具・備品         8,104千円 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,109,936千円 現金及び預金勘定 1,153,862千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 10,000千円 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 15,000千円 

公社債投資信託（マネー・マネージメント・フ
ァンド及びフリーファイナンシャルファンド） 470,287千円 

公社債投資信託（マネー・マネージメント・フ
ァンド及びフリーファイナンシャルファンド） 221,017千円 

保険料預り金に対応する普通預金 △ 73,316千円 保険料預り金に対応する普通預金 △ 70,334千円 

現金及び現金同等物 1,496,906千円 現金及び現金同等物 1,289,545千円 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

セ グ メ ン ト 情 報 
 
 
１．事業の種類別セグメント情報 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、当企業グループは、自動車関連事業を一セグメントとしてお
り、その連結売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント
資産の金額の合計額に占める割合がいずれも 90％超であるため、記載を省略しております。 

 
 
２．所在地別セグメント情報 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外
支店がないため該当事項はありません。 

 
 
３．海外売上高 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 
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リ ー ス 取 引 
 
 

当連結会計年度 
自 平成13年 4月 1日 
至 平成14年 3月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引 

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額 

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額  

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相 当 額 

 
工具・器具・備品 

千円 
9,100 

千円 
4,396 

千円 
4,703 

合   計 9,100 4,396 4,703 

 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相 当 額 

 
工具・器具・備品 

千円 
43,626 

千円 
34,521 

千円 
9,105 

合   計 43,626 34,521 9,105 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しております。 

(注)      同    左 

2．未経過リース料期末残高相当額 
１ 年 内          2,605 千円 
１ 年 超           2,098 千円 
  合   計           4,703 千円 

2．未経過リース料期末残高相当額 
１ 年 内          3,785 千円 
１ 年 超           5,319 千円 
  合   計            9,105 千円 

 (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法により算
出しております。 

 (注)      同    左 

3．支払リース料及び減価償却費相当額 
      支払リース料        3,081 千円 
      減価償却費相当額      3,081 千円 

3．支払リース料及び減価償却費相当額 
      支払リース料        5,842 千円 
      減価償却費相当額      5,842 千円 

4．減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

4．減価償却費相当額の算定方法 
        同    左 
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関 連 当 事 者 と の 取 引 

 
当連結会計年度 

１．役員及び個人主要株主等 

                                                    （千円未満切捨表示）

関 係 内 容 

属  性 
会 社 等 
の 名 称 

住  所 
資 本 金
又 は 
出 資 金 

事業の内容
又 は 職 業 

議決権等
の所有
（被所

有）割合 

役員の 
兼任等 

事業上
の関係 

取引の内容 
取 引 
金 額 

科 目 
期 末 
残 高 

井 上 久 尚 

（当社取締
役会長兼社
長の長男） 

― ― ― 
直   接 

 0.4％ 
― ― 

土 地 の 

賃 借 
3,360 

前 払 

費 用 
280 

役 員 の 

近 親 者 
井 上 盛 行 
（当社取締

役会長兼社
長の弟） 

― ― ― 
直  接 

 4.6% 
― ― 

四 輪 車 の 
販 売 

7,404 ― ― 

 
（注）1．取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。  

2．取引の内容の土地の賃借は、不動産鑑定士の鑑定に基づき決定しております。                                
3．取引の内容の四輪車の販売は、当社規定に基づき販売を行っております。 
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税  効  果  会  計 
 
当連結会計年度 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
                                            

(1)繰延税金資産(流動)   

  未払事業税  33,492千円 

  賞与引当金  51,643千円 

  在庫未実現利益  2,139千円 

  その他  10,575千円 

 繰延税金資産(流動)合計  97,851千円 

(2)繰延税金負債(流動)   

  貸倒引当金  △ 1,154千円 

  その他有価証券評価差額金  △ 612千円 

 繰延税金負債(流動)合計  △ 1,766千円 

 繰延税金資産(流動)の純額  96,084千円 

(3)繰延税金資産(固定)   

  投資有価証券評価損  144,058千円 

  役員退職慰労引当金  150,087千円 

  退職給付引当金超過額  41,032千円 

  その他  19,244千円 

繰延税金資産(固定)小計  354,422千円 

繰延税金負債との相殺額  △ 30,225千円 

繰延税金資産(固定)合計  324,196千円 

(4)繰延税金負債(固定)   

  その他有価証券評価差額金  △ 69,425千円 

   繰延税金資産との相殺額  30,225千円 

繰延税金負債(固定)合計  △ 39,199千円 

 
    
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 
      

法定実効税率 42.0％と税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.8％の差異は、僅少のため記載を
省略しております。 
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有   価   証   券 

 
当連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
                                         （千円未満切捨表示） 

 
種      類 取 得 原 価 

連結貸借対照表 
計 上 額 

差 額 

(1) 株  式 
(2) 債  券 

国債･地方債等 
社債 
その他 

(3) その他 

285,242 
 

－ 
5,375 

－ 
－ 

 

487,986 
 

－ 
7,923 

－ 
－ 

 

202,743 
 

－ 
2,547 

－ 
－ 

 

 
 

 
 

 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

小      計 290,618  495,909  205,290  

(1) 株  式 
(2) 債  券 

国債･地方債等 
社債 
その他 

(3) その他 

538,312 
 

－ 
－ 
－ 

35,164 

 

512,232 
 

－ 
－ 
－ 

23,890 

 

△ 26,079 
 

－ 
－ 
－ 

△ 11,274 

 
 
 

 
 

 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

小      計 573,476  536,122  △ 37,353  
合      計 864,094  1,032,032  167,937  

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について260,473千円減損処理を行なっ
ております。 
当該株式の減損にあたっては、時価の下落率が50％超下落した銘柄について減損処理し、また、30％
以上 50％以下まで下落した銘柄については、社内にて以下の基準を採用し、減損処理しております。 
「期末現在、時価が取得原価に比べて40％以上下落した銘柄については、回復する見込みがあると認
められる場合を除き減損処理を行う。」 
なお、この社内の基準に基づき減損処理した金額は、224,081 千円であります。 
 

  
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
                                                           （千円未満切捨表示） 

売  却  額 売 却 益 の 合 計 売 却 損 の 合 計 

27,787 6,643 － 

     
 
３．時価のない主な有価証券の内容 

                         （千円未満切捨表示） 

種       類 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券   

  公社債投資信託（マネー・マネージメント・ファンド） 
  公社債投資信託（フリーファイナンシャルファンド） 
  非上場株式（店頭売買株式を除く）       

100,171 
370,115 
53,462 

 

 
 
４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定 

（千円未満切捨表示） 

種    類 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

(1) 債券         

  国債・地方債等 
  社債 
  その他 

－ 
3,119 

－ 
 

－ 
4,804 

－ 
 

－ 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 

 

(2) その他 －  －  －  －  

合     計 3,119  4,804  －  －  
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前連結会計年度 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                         （千円未満切捨表示） 
 

種      類 取 得 原 価 
連結貸借対照表 
計 上 額 

差 額 

(1) 株  式 
(2) 債  券 

国債･地方債等 
社債 
その他 

(3) その他 

287,079 
       

－ 
33,142 

－ 
－ 

 

 
 

 
 

 

     537,322 
 

        － 
43,922 

－ 
－ 

 

 
 

 
 

 

250,243 
 

－ 
10,780 

－ 
－ 

 

 
 
 

 

 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

小      計 320,221  581,245  261,023  

(1) 株  式 
(2) 債  券 

国債･地方債等 
社債 
その他 

(3) その他 

761,110 
 

－ 
－ 
－ 

40,000 

 
 

 
 

 

 

633,779 
 

－ 
－ 
－ 

26,404 

 
 

 
 

 

 

△ 127,330 
 

－ 
－ 
－ 

△ 13,596 

 
 

 
 

 

 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

小      計 801,110  660,183  △ 140,926  
合         計 1,121,331  1,241,428  120,097  

 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
                                                           （千円未満切捨表示） 

売  却  額 売 却 益 の 合 計 売 却 損 の 合 計 

32,520 6,366 － 

     
 
３．時価のない主な有価証券の内容 

                     （千円未満切捨表示）                   

種       類 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券   

  公社債投資信託（マネー・マネージメント・ファンド） 
  公社債投資信託（フリーファイナンシャルファンド） 
  非上場株式（店頭売買株式を除く）       

101,017 
120,000 
85,180 

 

 
 
４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定 

（千円未満切捨表示） 

種    類 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

(1) 債券 
国債・地方債等 
社債 
その他 

(2) その他 

 
－ 

24,000 
－ 
－ 

 

 

 

 
－ 

16,000 
－ 
－ 

 

 
 

－ 
－ 
－ 
－ 

 
 

－ 
－ 
－ 
－ 

 

合     計 24,000  16,000  －  －  

 
 
 
 

デリバティブ取引 
 
    当企業グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
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退   職   給   付 
 
 

１．採用している退職給付制度の概要 

      当企業グループは、当社と連結子会社 2 社で構成する適格退職年金制度に加入しております。 
      なお、当企業グループは、東京自動車サービス厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度

は、退職給付会計実務指針33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち、当企業グ
ループの掛金拠出割合に基づく期末の年金資産残高は 1,338,893 千円であります。 

   
 
  
２．退職給付債務及びその内訳 

（千円未満切捨表示） 

 当連結会計年度 
(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

前連結会計年度 

（平成13年3月 31日現在） 

（1）退職給付債務 △ 334,289 △ 307,981 

（2）年金資産 204,278 191,770 

（3）未積立退職給付債務 (1)＋(2) △ 130,011 △ 116,210 

（4）会計基準変更時差異の未処理額 － －  

（5）未認識数理計算上の差異 33,864 36,797 

（6）連結貸借対照表計上額純額 (3)＋(4)＋(5) △ 96,146 △ 79,413 

（7）前払年金費用 － 1,814 

（8）退職給付引当金 (6)－(7) △ 96,146  △ 81,228  

 
 
    
３．退職給付費用の内訳 

（千円未満切捨表示） 

 当連結会計年度 
自 平成13年 4月 1日 
至 平成14年 3月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

退職給付費用 129,216 158,073 

（1）勤務費用 45,357 35,521 

（2）利息費用 7,699 9,199 

（3）期待運用収益 △ 2,876 △ 2,845 

（4）数理計算上の差異の費用処理額 7,359 －  

（5）会計基準変更時差異の費用処理額 － 73,164 

（6）厚生年金基金掛金 71,676 43,033 

 
 
     
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当連結会計年度 

自 平成13年 4月 1日 
至 平成14年 3月31日 

前連結会計年度 

自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 

（1）割引率 2.5％ 2.5％ 

（2）期待運用収益率 1.5％ 1.5％ 

（3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

（4）数理計算上の差異の処理年数 5 年 5 年 

（5）会計基準変更時差異の処理年数 － 一括償却 
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生産、受注及び販売の状況 
 

連 結 販 売 実 績 
（千円未満切捨表示） 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

対前年度比較増減 
期 別 

品 目 
台 数 金   額 構成比 台 数 金   額 構成比 台 数 金   額 

  台  ％ 台  ％ 台  

国産新車 

輸入新車 

1,387 

1,198 

2,565,973 

6,174,211 

8.3 

20.1 

1,595 

767 

3,120,567 

5,130,086 

11.0 

18.1 

△208 

431 

△554,593 

1,044,125  

新車計 2,585 8,740,185 28.4 2,362 8,250,653 29.1 223 489,531 

国産中古車 
輸入中古車 

14,303 
2,663 

11,353,864 
6,129,486 

36.9 
19.9 

13,658 
2,117 

11,081,643 
4,974,783 

39.1 
17.5 

645 
546 

272,221 
1,154,703  

中古車計 16,966 17,483,350 56.8 15,775 16,056,426 56.6 1,191 1,426,924 

 

四   

輪   

車 

四輪車計 19,551 26,223,536 85.2 18,137 24,307,080 85.7 1,414 1,916,456 

 二 新  車 598 429,781 1.4 579 392,998 1.3 19 36,783 

 輪 中古車 783 268,039 0.8 783 271,672 1.0 － △3,632 

 車 二輪車計 1,381 697,820 2.2 1,362 664,670 2.3 19 33,150 

商品売上高合計 － 26,921,357 87.4 － 24,971,750 88.0 － 1,949,606 

修理売上高 － 2,237,315 7.3 － 1,922,699 6.8 － 314,616 

手数料収入 － 1,629,214 5.3 － 1,480,927 5.2 － 148,286 

合    計 － 30,787,887 100.0 － 28,375,377 100.0 － 2,412,509 

（注）1．修理売上高、手数料収入については販売品目が多岐にわたるため金額のみの記載としております。 
     2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
 
 
 
単 体 販 売 実 績 （ご参考） 

（千円未満切捨表示） 

当  期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

前  期 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

対前年度比較増減 
期 別 

品 目 
台 数 金   額 構成比 台 数 金   額 構成比 台 数 金   額 

  台  ％ 台  ％ 台  

国産新車 
輸入新車 

1,382 
19 

2,557,682 
62,058 

12.4 
0.3 

1,591 
4 

3,114,280 
10,058 

15.3 
0.1 

△209 
15 

△556,597 
51,999  

新車計 1,401 2,619,740 12.7 1,595 3,124,338 15.4 △194 △504,598 

国産中古車 

輸入中古車 

14,197 

2,077 

11,312,697 

3,962,497 

54.7 

19.2 

13,665 

1,797 

11,092,116 

3,508,532 

54.6 

17.2 

532 

280 

220,581 

453,964  

中古車計 16,274 15,275,194 73.9 15,462 14,600,648 71.8 812 674,546 

 

四   

輪   

車 

四輪車計 17,675 17,894,935 86.6 17,057 17,724,987 87.2 618 169,948 

 二 新  車 598 429,781 2.1 579 392,998 1.9 19 36,783 

 輪 中古車 783 268,039 1.3 783 271,672 1.4 － △3,632 

 車 二輪車計 1,381 697,820 3.4 1,362 664,670 3.3 19 33,150 

商品売上高合計 － 18,592,756 90.0 － 18,389,657 90.5 － 203,098 

修理売上高 － 874,342 4.2 － 798,950 3.9 － 75,392 

手数料収入 － 1,196,385 5.8 － 1,141,786 5.6 － 54,598 

合    計 － 20,663,484 100.0 － 20,330,394 100.0 － 333,089 

（注）1．修理売上高、手数料収入については販売品目が多岐にわたるため金額のみの記載としております。 
    2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 



 

 

平成 1 4 年 3 月期      個別財務諸表の概要        平成 14 年 5 月 24 日 

上 場 会 社 名        株式会社ケーユー                         上場取引所  東証第二部 
コ ー ド 番 号        ９８５６                                       本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.keiyu.co.jp ） 
問 合 せ 先        責任者役職名 常務取締役 
        氏    名 今関 諭志         ＴＥＬ (042)796－6111（代表） 
決算取締役会開催日 平成 14 年 5 月 24 日             中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日 平成 14 年 6 月 27 日              単元株制度採用の有無 有(１単元 100 株) 
 
１． 14 年 3 月期の業績(平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                               （百万円未満切捨表示） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

20,663 (   1.6 ) 
20,330 (   6.7 ) 

735 (    5.8 ) 
695 (   72.9 ) 

1,089 (   2.5 ) 
1,062 (  38.6 ) 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後  

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益  
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

487 ( △6.8 ) 
522 (  26.9 ) 

46  28 
49  64 

― 
49  07 

2.6 
2.8 

4.7 
4.4 

5.3 
5.2 

(注) ①期中平均株式数 14 年 3 月期  10,529,848 株             13 年 3 月期  10,531,506 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 ④14 年 3 月期の潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益は、転換社債の未償還残高がないため記載し

ておりません。 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

18  00 
18  00 

9  00 
9  00 

9  00 
9  00 

189 
189 

38.9 
36.3 

1.0 
1.0 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

21,126 
25,221 

18,918 
18,594 

89.5 
73.7 

1,796  64 
1,765  62 

(注) ①期末発行済株式数   14 年 3 月期  10,529,737 株 13 年 3 月期  10,531,506 株 
     ②期末自己株式数     14 年 3 月期     1,769 株 13 年 3 月期     1,583 株 
 
２．15 年 3 月期の業績予想(平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

11,000 
20,700 

590 
1,100 

340 
630 

9  00 
― 

― 
9  00 

― 
18  00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 59 円 83 銭 
 
 
 
 
 
 
 

 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成されたものであり、様々な
不確定要素が内在しております。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる
可能性があります。 
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１ ． 貸 借 対 照 表  

（千円未満切捨表示） 

当      期 
（平成 14 年 3 月 31 日） 

前      期 
（平成 13 年 3 月 31 日） 

増    減 期  別 

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 

（ 資 産 の 部 ）            ％  ％  

Ⅰ．流動資産  7,359,905 34.8 10,999,870 43.6 △ 3,639,964 

  1．現金及び預金  739,537  547,406  192,131 

  2．受取手形 ※4 2,555,859  6,568,720  △ 4,012,860 

  3．売掛金 ※5 497,189  709,293  △ 212,103 

  4．クレジット未収入金  82,825  －  82,825 

  5．有価証券  413,229  24,140  389,089 

  6．自己株式  －  1,276  △ 1,276 

  7．商品  2,039,628  2,256,395  △ 216,766 

  8．原材料  17,248  4,573  12,674 

  9．仕掛品  15,311  18,935  △ 3,624 

 10．前渡金  －  8,957  △ 8,957 

 11．前払費用  52,400  57,995  △ 5,595 

 12．繰延税金資産  63,696  63,757  △ 61 

  13．関係会社短期貸付金  800,000  680,000  120,000 

 14．その他  93,978  98,416  △ 4,438 

    貸倒引当金  △ 11,000  △ 40,000  29,000 

Ⅱ．固定資産  13,766,890 65.2 14,221,956 56.4 △ 455,066 

  1．有形固定資産   ※1 11,335,191 53.7 11,494,960 45.6 △ 159,768 

  (1) 建物 ※2 1,609,942  1,700,903  △ 90,960 

  (2) 構築物  479,954  579,524  △ 99,569 

  (3) 機械装置  70,230  79,590  △ 9,360 

  (4) 車両運搬具  11,910  13,128  △ 1,217 

  (5) 工具・器具・備品  54,229  78,278  △ 24,049 

  (6) 土地 ※2 9,108,924  9,043,535  65,389 

  2．無形固定資産  44,732 0.2 51,924 0.2 △ 7,191 

  (1) 電話加入権  15,121  15,121  － 

  (2) ソフトウェア  29,611  36,802  △ 7,191 

  3．投資その他の資産  2,386,965 11.3 2,675,072 10.6 △ 288,106 

  (1) 投資有価証券  929,821  1,147,854  △ 218,033 

  (2) 関係会社株式  421,800  421,800  － 

  (3) 出資金  1,110  1,040  70 

  (4) 長期前払費用  6,625  11,130  △ 4,505 

  (5) 敷金･保証金  527,609  545,573  △ 17,964 

  (6) 保険積立金  175,803  184,014  △ 8,211 

  (7) 繰延税金資産  324,196  363,658  △ 39,462 

資 産 合 計          21,126,796 100.0 25,221,827 100.0 △ 4,095,031 
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（千円未満切捨表示） 

当      期 
（平成 14 年 3 月 31 日） 

前      期 
（平成 13 年 3 月 31 日） 

増    減 期  別 

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 

（ 負 債 の 部 ）           ％  ％  

Ⅰ．流動負債  1,699,820 8.1 5,821,566 23.1 △ 4,121,745 

   1．支払手形 ※4 110,963  108,924  2,038 

   2．買掛金  555,013  584,310  △ 29,296 

   3．短期借入金  ※2 －  2,200,000  △ 2,200,000 

   4．一年以内償還予定転換社債 －  1,821,500  △ 1,821,500 

   5．未払金  94,963  108,904  △ 13,941 

   6．未払費用  62,271  68,605  △ 6,333 

   7．未払法人税等  246,539  374,490  △ 127,950 

   8．前受金  148,774  123,809  24,964 

   9．預り金  159,561  157,508  2,053 

  10．前受収益  38,389  60,673  △ 22,284 

  11．賞与引当金  144,000  140,000  4,000 

  12．その他  139,343  72,839  66,504 

Ⅱ．固定負債  508,876 2.4 805,667 3.2 △ 296,790 

   1．退職給付引当金  96,146  80,609  15,537 

   2．役員退職慰労引当金  357,350  705,558  △ 348,208 

   3．受入保証金  55,380  19,500  35,880 

負 債 合 計          2,208,697 10.5 6,627,234 26.3 △ 4,418,536 

（ 資 本 の 部 ）               

Ⅰ．資本金  5,666,631 26.8 5,666,631 22.5 － 

Ⅱ．資本準備金  5,784,568 27.4 5,784,568 22.9 － 

Ⅲ．利益準備金  193,690 0.9 184,213 0.7 9,476 

Ⅳ．その他の剰余金  7,235,873 34.2 6,947,514 27.5 288,358 

1．任意積立金  40,500  40,500  － 

(1) 配当平均積立金  2,000  2,000  － 

(2) 別途積立金  38,500  38,500  － 

2．当期未処分利益  7,195,373  6,907,014  288,358 

Ⅴ．その他有価証券評価差額金 38,748 0.2 11,664 0.1 27,084 

Ⅵ．自己株式 ※6 △ 1,414 △ 0.0 － － △ 1,414 

資 本 合 計          18,918,098 89.5 18,594,593 73.7 323,505 

負 債 ・ 資 本 合 計          21,126,796 100.0 25,221,827 100.0 △ 4,095,031 
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２ ． 損 益 計 算 書 
（千円未満切捨表示） 

当   期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

前   期 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

増    減 期  別 

 

科  目 金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 

  ％  ％  

Ⅰ．売上高  20,663,484 100.0 20,330,394 100.0 333,089 

Ⅱ．売上原価 ※1 16,454,709 79.6 16,187,267 79.6 267,442 

売上総利益  4,208,774 20.4 4,143,127 20.4 65,647 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※2 3,472,910 16.8 3,447,716 17.0 25,193 

営業利益  735,863 3.6 695,410 3.4 40,453 

Ⅳ．営業外収益  445,237 2.2 462,965 2.3 △ 17,727 

  受取利息  128,870  116,940  11,929 

  受取配当金  24,293  26,526  △ 2,232 

  受取地代家賃 ※3 242,256  234,873  7,383 

  有価証券売却益  4,229  3,293  936 

  雑収入  45,587  81,332  △ 35,744 

Ⅴ．営業外費用  92,081 0.5 95,533 0.5 △ 3,451 

  支払利息  6,157  9,210  △ 3,053 

  社債利息  28,983  33,039  △ 4,055 

  賃貸資産減価償却費  51,827  52,282  △ 455 

  雑損失  5,113  1,000  4,113 

経常利益  1,089,019 5.3 1,062,841 5.2 26,178 

Ⅵ．特別利益  31,414 0.1 3,315 0.0 28,098 

  貸倒引当金戻入益  29,000  －   29,000 

  投資有価証券売却益  2,414  3,073  △ 658 

  固定資産売却益  －  242  △ 242 

Ⅶ．特別損失  275,693 1.3 149,463 0.7 126,229 

  固定資産除却損 ※4 17,723  14,192  3,531 

  投資有価証券評価損  257,969  62,106  195,862 

  退職給付会計基準変更時差異処理額 －   73,164  △ 73,164 

税引前当期純利益  844,741 4.1 916,694 4.5 △ 71,953 

法人税､住民税及び事業税  337,456 1.6 486,012 2.4 △ 148,555 

法人税等調整額  19,911 0.1 △ 92,090 △ 0.5 112,002 

当期純利益  487,373 2.4 522,772 2.6 △ 35,399 

前期繰越利益  6,802,768  6,488,491  314,277 

中間配当額  94,768  94,772  △ 3 

中間配当に伴う利益準備金積立額  －  9,477  △ 9,477 

当期未処分利益  7,195,373  6,907,014  288,358 

 



－27－ 

 
 
３ ． 利 益 処 分 案  
                                                                              (千円未満切捨表示) 

期  別 

科  目 

当   期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

前   期 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

増       減 

    

当期未処分利益 7,195,373  6,907,014  288,358  

 これを次のとおり処分致します       

利益準備金             ―  9,476  △ 9,476  

利益配当金 94,767  94,769  △ 1  

 （1 株につき 9 円） （1 株につき 9 円）   

取締役賞与             ―              ―        ―    

（うち、監査役賞与）     (        ―  )      (        ―  )    (        ―  )  

次期繰越利益 7,100,606  6,802,768  297,837  

（注）１．平成 12 年 12 月 15 日に 1 株につき 9 円、総額 94,772 千円の中間配当を実施しております。 
２．平成 13 年 12 月 17 日に 1 株につき 9 円、総額 94,768 千円の中間配当を実施しております。 
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重 要 な 会 計 方 針  
 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法 
② その他有価証券 

     イ.時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

     ロ.時価のないもの……………………移動平均法による原価法 
 

(2) たな卸資産 

① 商  品 
      イ.新  車………個別法に基づく原価法 
      ロ.中古車………個別法に基づく低価法 

② 原材料…………先入先出法に基づく原価法 
③ 仕掛品…………個別法に基づく原価法 

 
 

２．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産…………………………定率法を採用しております。 
 ただし、平成10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

については、定額法を採用しております。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
   建 物  3 年～50 年 
   構築物  2 年～40 年 
 
  (2) 無形固定資産(ソフトウェア)………社内における利用可能期間（5年）による定額法を採用しております。 
 
 
３．引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 
  (2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、実際支給見込相当額を引当計上しております。 
 
  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
計上しております。 
なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5 年）によ

る定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から損益計上することとしております。 
 
  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を引当計上しております。 
なお、平成11年 7 月に役員退職慰労金規程を改定し、平成11 年 6月末現在の役員退職慰労金要支給

見込額をもって最終残高としており、平成 11 年７月以降対応分については引当計上を行っておりませ
ん。 

 
 
４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
 
５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

      消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。 
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追 加 情 報  

 前期まで資産の部に表示していた「自己株式」（前期末1,276千円）は、財務諸表等規則の改正により当事業年度末

においては資本の部の末尾に表示しております。 

 
 
 
 

 

注 記 事 項  
（貸借対照表関係）  

当   期 
（平成14年3月31日現在） 

前   期 
(平成13年3月31日現在) 

※1．有形固定資産 
減価償却累計額       2,772,795千円 

※1．有形固定資産 
減価償却累計額       2,543,245千円 

※2．担保提供資産及び担保付債務 
  （担保に供している資産） 

※2．担保提供資産及び担保付債務 
  （担保に供している資産） 

        建          物          422,366千円          建          物          448,360千円  
        土          地     6,380,524千円         土          地     6,380,524千円 

計         6,802,890千円 計         6,828,884千円 
    （上記に対応する債務）     （上記に対応する債務） 
         
    なお、上記資産には、㈱シュテルン世田谷(関係

会社)の契約保証金に対する担保提供資産を含ん
でおります。   

        短期借入金          2,200,000千円 
    なお、上記資産には、㈱シュテルン東名横浜(関

係会社)の契約保証金に対する担保提供資産を含
んでおります。   

3．授権株式数及び発行済株式総数 
    授権株式数       40,000,000株 
    発行済株式総数     10,531,506株 

3．授権株式数及び発行済株式総数 
    授権株式数       40,000,000株 
    発行済株式総数     10,531,506株 

※4．期末日満期手形 
 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をも
って決済処理しております。なお、当会計期間の
末日は金融機関の休日であったため、次の期末日
満期手形が期末残高に含まれております。 

※4．期末日満期手形 
 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をも
って決済処理しております。なお、当会計期間の
末日は金融機関の休日であったため、次の期末日
満期手形が期末残高に含まれております。 

    受取手形          5,634千円 
    支払手形         28,760千円 

    受取手形         77,645千円 
    支払手形         29,122千円 

※5．関係会社に係る注記 
売掛金                116,219千円 

※5．関係会社に係る注記 
売掛金                243,169千円 

※6．配当制限 

(1) 

※6．配当制限 

(1) 第2回無担保転換社債(平成14年3月29日満期) 
本社債の未償還残高の在する限り第23 期以降の

配当（中間配当を含む）累計額が、監査済の損益
計算書（財務諸表等規則による）に示される経常
損益から法人税及び住民税を控除した額の累計額
に 10 億円を加えた額を超えることとなるような
配当は行いません。 
この場合、中間配当金は、前期末決算の配当とみ

なします。 

(2) 自己株式 
その他の剰余金のうち、自己株式に相当する額

（1,414 千円）は、商法第 290 条第１項の規定に
より、利益の配当に充当することを制限されてお
ります。 

(2)  
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（損益計算書関係） 

当   期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

前   期 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

※1．低価法による商品評価減の処理 

       低価法による商品の評価減の売上原価算入額 
                    106,566千円 

※1．低価法による商品評価減の処理 

       低価法による商品の評価減の売上原価算入額 
                    125,776千円 

※2．販売費及び一般管理費の主な内訳 

販売費に属する費用のおおよその割合は
23％、一般管理費に属する費用のおおよその
割合は77％であります。 

販売諸掛               159,928千円 
広告宣伝費             436,587千円 
役員報酬                 106,388千円 
給与手当                 900,378千円 
賞与引当金繰入額         100,843千円 
退職給付引当金繰入額       34,422千円 
賃借料          314,575千円 
減価償却費               206,576千円 

※2．販売費及び一般管理費の主な内訳 

販売費に属する費用のおおよその割合は
23％、一般管理費に属する費用のおおよその
割合は77％であります。 

販売諸掛               161,539千円 
広告宣伝費             471,550千円 
役員報酬                 176,745千円 
給与手当                 862,933千円 
賞与引当金繰入額         101,206千円 
退職給付引当金繰入額      25,570千円 
賃借料          313,522千円 
減価償却費               202,325千円 

※3．関係会社との取引に係る主な内訳 

    受取地代家賃              197,711千円 

※3．関係会社との取引に係る主な内訳 

    受取地代家賃              197,759千円 

※4．固定資産除却損の主な内訳 

建物                      280千円 
構築物                  9,955千円 
機械装置                   1,739千円 
車両運搬具                   871千円 
工具・器具・備品           4,877千円 

※4．固定資産除却損の主な内訳 

建物                    1,907千円 
構築物                  8,472千円 
機械装置                     144千円 
工具・器具・備品           3,668千円 
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（リース取引の注記） 
 

当   期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

前   期 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引 

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額 

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額  

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相 当 額 

 
工具･器具･備品 

千円 
3,132 

千円 
1,218 

千円 
1,914 

合   計 3,132 1,218 1,914 

 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相 当 額 

 
工具･器具･備品 

千円 
26,892 

千円 
23,934 

千円 
2,958 

合   計 26,892 23,934 2,958 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しております。 

 

(注)      同    左 

2．未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内           1,044 千円 
１ 年 超              870 千円 

      合   計             1,914 千円 

2．未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内          1,044 千円 
１ 年 超             1,914 千円 

      合   計             2,958 千円 

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み法により算出し
ております。 

 

(注)      同    左 

3．当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

      支払リース料        1,044 千円 
      減価償却費相当額      1,044 千円 

 

3．当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

      支払リース料        2,550 千円 
      減価償却費相当額      2,550 千円 

4．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。 

4．減価償却費相当額の算定方法 

        同    左 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（有価証券の時価等関係） 
 
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 
 
 当期（平成 14 年３月 31 日） 
   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
                                           

(1)流 動 資 産    

  未払事業税  19,673千円  

  賞与引当金  40,092千円  

  その他  4,541千円  

繰延税金資産(流動)合計  64,308千円  

  流 動 負 債    

  その他有価証券評価差額金  △ 612 千円  

 繰延税金負債(流動)合計  △ 612 千円  

繰延税金資産(流動)の純額  63,696 千円  

(2)固 定 資 産 
   

  役員退職慰労引当金  150,087千円  

  投資有価証券評価損  142,133千円  

  退職給付引当金超過額  40,913千円  

  その他  18,510千円  

繰延税金資産(固定)合計  351,643千円  

  固 定 負 債    

  その他有価証券評価差額金  △ 27,447千円  

 繰延税金負債合計  △ 27,447千円  

繰延税金資産(固定)の純額  324,196千円  

 
 
 
 

重 要 な 後 発 事 象 
 
          該当事項はありません。 
 
 
 
 

役 員 の 異 動 
 

（平成 14 年 6 月 27 日付） 

(1) 代表者の異動 

       該当事項はありません。 
 

(2) その他役員の異動 

① 新任取締役候補 

          常務取締役  井上 久尚（現 執行役員・経営企画室部長） 
          取 締 役  相澤 賢二（現 ㈱ホンダクリオ新神奈川 代表取締役社長 兼 ㈱ホンダベルノ

大和 取締役会長） 
（注）相澤賢二氏は商法第188条第2項第7号の2に定める社外取締役の候補者であります。 

             
② 退任予定取締役 

   取 締 役  藤原 敏雄（当社執行役員 兼 東名横浜クライスラー㈱取締役 就任予定） 
   取 締 役  上西 章弘（㈱シュテルン世田谷取締役 就任予定） 


